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平成２３年 ３月 ３日 

工事関係委託 

入札参加資格登録をされている皆様へ 

豊田市長  鈴木 公平 

 

 

工事関係委託における入札契約制度の変更点について（お知らせ） 

  

 

 日頃は豊田市政にご理解とご協力をたまわり厚くお礼申し上げます。 

 これまで本市では、工事関係委託における一般競争入札の拡大等を実施してまいりましたが、

平成２３年３月から下記のとおり制度を見直し、導入していきます。 

事業者の皆様におかれましては、制度見直しの内容をご理解いただくとともに、今後とも本市

の入札契約制度へのご協力をお願いいたします。 

 

記 

 

１ 一般競争入札の対象拡大について 

（１）対象案件 

原則、設計金額３００万円を超える競争入札案件 

（２）適用期日 

平成２３年３月８日以降に公告する案件から適用 

（３）公告 

｢あいち電子調達共同システム(CALS/EC)｣の入札情報サービスに、原則として毎週火曜日に

掲載しますので、随時確認をお願いいたします。 

 

２ 低入札価格調査制度、最低制限価格制度の試行導入について 

   今年度に入り工事関係委託の入札において、入札価格の低下が著しく、落札金額が低下して

おります。工事関係委託に係る成果品は、公共工事のコストや品質、耐久性に非常に大きな影

響を及ぼすことから、こうした品質等の低下を招くおそれのある低価格受注を適切に排除し、

より適正な価格での契約の推進を図るため、低入札価格調査制度及び最低制限価格制度を試行

導入し、以下のとおり実施します。 

（１）対象業務 

競争入札に付する測量業務、建築関係建設コンサルタント業務、土木関係建設コンサルタ

ント業務、地質調査業務及び補償関係コンサルタント業務 

（２）対象金額 

  原則、設計金額２，０００万円未満の案件を最低制限価格制度の対象とし、設計金額２，

０００万円以上の案件を低入札価格調査制度の対象とします。 

  【最低制限価格制度】 

最低制限価格を下回った入札は失格とします。 
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 【低入札価格調査制度】 

調査基準価格を下回った場合、「当該価格で入札した理由」「内訳書（明細書）」「その

他必要な事項（手持業務の状況、経営状況など）」などについて事情聴取を実施し、落札業

者を決定します。ただし、失格基準価格を下回った場合は、調査を実施することなく失格と

します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 50 万円           2000 万円 

        最低制限価格制度         低入札価格調査制度 

 

（３）算定方法 

  ①最低制限価格及び調査基準価格 

低入札価格調査を行う価格は、予定価格（税抜）算出の基礎となった次に掲げる業務区分

ごとの①から④に掲げる額の合計額とします。ただし、その額が予定価格（税抜）に１０分

の９を乗じて得た額を超える場合にあっては、１０分の９を乗じて得た額とし、予定価格に

１０分の７を乗じて得た額に満たない場合にあっては、１０分の７を乗じて得た額とします。 
 

業務区分 ① ② ③ ④ 

測量業務 直接測量費の額 
諸経費の額に１０分の

５を乗じて得た額 
  

建築関係の建設コ

ンサルタント業務 
直接人件費の額 特別経費の額 

技術料等経費の額

に１０分の９を乗

じて得た額 

諸経費の額に１

０分の５を乗じ

て得た額 

土木関係の建設コ

ンサルタント業務 
直接業務費の額 

技術経費の額に１０分

の９を乗じて得た額 

諸経費の額に１０

分の５を乗じて得

た額 

 

地質調査業務 

地質調査業務費

(一般)の内、直

接業務費の額 

地質調査業務(解析)費

計の額に１０分の７を

乗じて得た額 

地質調査業務費(一

般)の内、諸経費の

額に１０分の３を

乗じて得た額 

 

補償関係コンサル

タント業務 
直接業務費の額 

技術経費の額に１０分

の９を乗じて得た額 

諸経費の額に１０

分の５を乗じて得

た額 

 

  

 

低入札価格調査 

失 格 

失 格 

最低制限価格 調査基準価格 

失格基準価格 

予 定 価 格 
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②失格基準価格 

     調査対象となった場合、次に掲げる業務区分ごとの①から④に掲げる額の合計額を下回

る価格での入札については調査を実施することなく失格とします。 

 

業務区分 ① ② ③ ④ 

測量業務 直接測量費の額 
諸経費の額に１０分の

３を乗じて得た額 
  

建築関係の建設コ

ンサルタント業務 
直接人件費の額 特別経費の額 

技術料等経費の額

に１０分の５を乗

じて得た額 

諸経費の額に１

０分の５を乗じ

て得た額 

土木関係の建設コ

ンサルタント業務 
直接業務費の額 

技術経費の額に１０分

の５を乗じて得た額 

諸経費の額に１０

分の５を乗じて得

た額 

 

地質調査業務 

地質調査業務費

(一般)の内、直

接業務費の額 

地質調査業務(解析)費

計の額に１０分の７を

乗じて得た額 

地質調査業務費(一

般)の内、諸経費の

額に１０分の３を

乗じて得た額 

 

補償関係コンサル

タント業務 
直接業務費の額 

技術経費の額に１０分

の５を乗じて得た額 

諸経費の額に１０

分の５を乗じて得

た額 

 

 

 

（４）試行開始時期 

  平成２３年３月８日以降に指名通知又は公告する案件から適用 

 

 

【問合せ】 

  豊田市総務部契約課 工事・委託担当 

   ＴＥＬ ０５６５（３４）６６１６ 

                      Mail  keiyaku@city.toyota.aichi.jp 


